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都市再生機構のあり方に関する検討についての意見
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１ 都市再生機構（ＵＲ）の存在意義

（ ） 、 、 。１ 国の住宅政策の一環として 政策的な観点から 賃貸住宅の供給を担っていること

低額所得者、高齢者、障害者、子育て世帯等の居住の安定を確保するため、ＵＲが
ストックしている賃貸住宅の一定部分を充てることは、本格的な少子高齢社会を迎え
るこれからの時代にあって、住宅のセーフティネットと地域コミュニティの形成とい
う視点から重要であると考えます。

、 、 、政策的な観点から 低所得者で高齢者向けの賃貸住宅団地の供給は 必要であるが
住宅の世帯構成が低所得者で高齢者ばかりでは、地域のまちづくりの視点からは偏っ
た地域社会になることが懸念されるので、団地としては、若い世代も含め、多様な世
帯構成になるほうが、望ましい。

☆参考
国が定めた「住生活基本計画」において

・住生活の安定の確保及び向上の促進のために、国及び地方公共団体の役割
は、市場に委ねていては、適切な資源配分が確保できない場合にその誘導
・補完を行うことにある とされている。

（２）規模の大きいＵＲの団地は、その存在が地域社会との結びつきが強く、自治体のま
ちづくりに、重要な役割を担っていること。

ＵＲの団地は、一つ一つの規模が大きく、自治体にとっては、公的な最大の地権者
であります。ＵＲの団地を含めた地域のまちづくりの責任は、自治体が担っています
が、ＵＲには、最大の公的地権者として、建て替えや集約化、売却処分など土地利用
転換時には、公的な視点から、地域のまちづくりに対し、自治体の協力者となってい

。 、 、 、ただきたい 特に 建て替え等によって 政策的な観点から住宅供給をする場合には
都市計画的な位置づけ、都市基盤整備、福祉や医療等との連携など、自治体及び居住
者、近隣住民との合意形成や連携が重要となります。

このようなことから、公的セクターとして、ＵＲが担う役割は大きいと考えます。

（３）ＵＲが行う都市再生事業は、自治体が地域の特性を活かして進める都市づくりにと
って、事業手法として極めて効果があり、ＵＲは公的な最大の協力者として、重要な
役割を担っていること。

地方分権がますます進む中で、自治体は地域の特性を活かした都市づくりを責任を
もって進めることがいっそう求められています。その一方で、自治体の財政状況は今
後も厳しいことが予測されており、また、職員数も削減が求められています。そのよ
うな中で、地域の特色ある都市づくりを進めるには、再開発や区画整理等の事業経験
が豊富で、様々なノウハウを持ち、技術水準も高く、また公的セクターとしての信頼
性もあるＵＲが果たす役割は大きいものと考えます。

さらに、政府資金を活用できること、民間デベロッパーと比べると自治体としての
リスクを軽減できること、時間のかかる困難性の高い事業を自治体に替わって実施す
ることから自治体の負担を軽減できることなど、自治体の都市づくりにとって効果が
上がることが数多くあり、その役割は重要です。
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２ 論点について

（１）論点１： 賃貸住宅と事業と都市再生事業を同一の組織とするか、別個の組織とす「
るか」について

○同一組織とするほうが良いと思います。

賃貸住宅事業の団地再生事業は、地域や自治体との連携が不可欠であり、自治体の
都市づくりとの整合を図ることが重要です。それには、都市再生事業の経験、ノウ
ハウ、技術を活用することが、効果的であります。
そのため、同一組織がよいと考えます。
但し、賃貸住宅事業は、まずストックとして削減できる対象は削減することが必要
であると考えます。

☆参考
賃貸住宅事業については次のように分けて考えることも可能です。

Ａ ストックとして削減する対象は、Ｈ３０年までの再編計画（約２０万戸に
対して）では、団地再生事業の削減も含め、約５．５万戸であるが、全体
の７６万戸の再編計画を立て、さらに多くする。

約１／４の削減計画なので、その割合で推定すると、全体で約１９万戸の
削減が考えられる。

Ｈ３０年までの再編計画
約２０万戸について

・団地再生 １６．１万戸
着手 ７．８
廃止 ６．１
戻り ２．３

（削減） ３．８
・団地再生の削減も含め

削減 ５．５万戸
（用途転換、土地所有者等へ

の譲渡、返還等）

Ｂ 修繕しながら維持を図る。
（対象は概ね昭和５０年代以降に建設された住宅）

この中には、高収益を生む団地、政策的に維持を図る団地、一般的に維持
を図る団地が考えられる。
維持費については、経費の削減、建物や土地の有効活用による別途収入の
増にも取り組む。

Ｃ 団地再生事業を進める （Ｈ３０までの再編計画では約７５％が再生事業。
の対象）
全面建て替え、一部建て替え、集約化の３方式より再生事業を行う。
都市再生事業との連携を図る。
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（２）論点２－１ ： 賃貸住宅事業の今後のあり方について」）「

○賃貸住宅事業については、政策目的を明確にすることが必要です。

現在の住宅を補修改善しながら維持を図る住宅においても、団地再生事業を経た上
で新たに供給する住宅においても、政策目的としては、一般的に、低所得の高齢者
層に向けた住宅としての供給になります。しかしながら、今後の少子化対策や地域
のまちづくりとの整合という視点からすれば、地域コミュニティを形成していくた
めには、子育て世帯も含めた、多世代からなる世帯構成が望ましいと考えます。

、 、 、そのような視点から 政策目的を明確にし ＵＲのためだけの税金の投資ではなく
地域のまちづくりに寄与していることを示す必要があると考えます。

☆参考
Ａ ストックの縮減は必要である。

Ｂ 維持を図る。
ア 高収益団地 保有し内部的な補助とするか、民間に処分するか

は、新たな体制が決める。

イ 通常の団地 維持管理にはより民間の力を借りることも必要で
ある。但し、地域貢献をどのように展開するか、
高齢者等へのサービスをどのように進めるかなど
地域や自治体、ＮＰＯとの連携が求められる。

＃藤沢市内にある善行団地でも、高齢者のための
サービスをＮＰＯと連携して展開している。
このような事例は多い。

Ｃ 団地再生事業を進める。
自治体のまちづくりとの連携を図る
まちづくりの主体は、自治体である。ＵＲは公的
主体として、自治体の最大の協力者となる。

（３）論点２－２ ： 賃貸住宅事業を担う組織形態について」）「

○組織形態については、基本は、ＵＲという公的主体が担うのが良いと思います。
また、民間マンションの建て替えの難しさということを考慮すると、建て替え事業
を進めるには、ＵＲという公的主体がよいと考えます。
但し、論点２－１においても示したように、大きく、三つに分けて整理しておく必
要があると思います。

☆参考
Ａについて ストックの縮減については、ＵＲが担う必要はないと考えま

す。処分のための会社はありうると考えます。

Ｂについて 高収益団地は、ＵＲとして保有するケースと民間に売却する
ケースがあると考えます。
通常の団地は、ＵＲが維持を図るものと考えます。

Ｃについて ＵＲとして事業に取り組むのがよいと考えます。
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（４）論点３－１ ： 都市再生事業において担うべき事業範囲」について）「

○都市再生事業については、事業の意義として、公益性への寄与があるかどうか、ま
た事業の実現性があるかどうかなど、実施基準を明確化して、事業範囲を決めた方
がよいと考えます。また、実施した事業については、公益性の寄与度（例えば公共
施設の整備状況など 、自治体の都市づくりとの連携状況、地域社会の形成への貢）
献度、事業投資との効果などの点から、評価を行うことが必要と考えます。
また、賃貸住宅事業の団地再生事業は、都市再生事業の経験やノウハウを生かすこ
とから、その一環であると位置づけた方がよいと考えます。

☆参考：事業範囲
① 再開発事業、土地区画整理事業を事業者として担う

（例） 川崎駅西口、上福岡霞ヶ丘団地建て替え
芦花公園南口再開発

＃いずれも、建て替え事業に伴い、地元自治体との一体的なまちづくり
を進めるために、事業者になっている

② 直接施行
朝霞駅前駅前広場等の整備
千里山駅前広場道路整備

③ 民間開発の誘導

民間の土地を買収し、公共施設整備を行って処分

☆参考：藤沢市の事例
湘南Ｃ－Ｘ都市再生事業について

・上記の事業範囲のうち、湘南Ｃ－Ｘの事業は、事業者として、また直
、 。接施行の事業 さらに協定による関連公共施設整備事業も行いました

・土地区画整理事業の施行者（個人同意施行）となり、事業期間は平成
１７年度から２１年度の４ヶ年半という短い期間で施行できました。

・直接施行により、街路事業・道路事業を実施しました。
、 、 。・関連公共施設整備として デッキ整備 駐輪場整備等を実施しました

、 、 、・これらによって 市にとっては 事業の効率的な進捗が図られたこと
また、予算の平準化と技術職員の最小限の配置が可能となりました。

（５）論点３－２ ： 都市再生事業を担う形態」について）「

○自治体の替わりに都市づくり事業を行うこと、民間事業者では担えない事業の補完
をすることなどから、公的な主体が望ましいと考えます。
施行権能の保持ということを考慮すると、現在の組織が望ましいと考えます。
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（６）論点４ ： ニュータウン事業をどのように取り扱うか」について）「

○事業の経緯を見ると、ＵＲの事業から、分離することは難しいと考えます。しかし
ながら、事業の方向性としては、廃止の考え方でよいと考えます。

（７）論点５ ： ガバナンスを強化するためにどのような方策を講ずべきか」について）「

○ＵＲの政策目的、存在意義を明確化することが必要と考えます。
当たり前のことですが、債務は、早く返済していくこと、支出抑制、収入拡大につ
いては様々な手法によって最大限努めることが必要です。
透明性と責任の明確化を図ることも重要であると考えます。

（８）その他として

○民間都市開発機構とは、都市再生事業において、関係もあることから、それぞれの
あり方について、検証することも必要ではないでしょうか。
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参考１ 藤沢市内にあるＵＲ賃貸住宅

団地名 管理開始年度 管理戸数 棟数

辻堂 Ｓ３９ １９１１ ４２
善行 Ｓ４０ ２２７１ ７６
辻堂駅前ハイツ Ｓ６２ ６７ １
善行第二 Ｓ６３ ３５ １
善行第三 Ｈ１ １１４ ３
善行第四 Ｈ３ ５５ １
パークサイド駒寄 Ｈ３ ２３９ ４
コーポレート湘南台 Ｈ６ ３９ ２
コンフォール藤沢 Ｈ１３ ７９０ １６
（旧藤沢団地の建替え）

計 ５５２１戸

①これらのうち、旧藤沢団地は建て替え事業が完了している。
コンフォール藤沢 ７９０戸

うち、１０７戸を市が借り上げ、借り上げ市
営住宅住宅とし供給している。

また、旧藤沢団地の一部は民間の社会福祉法
人がＵＲから土地を取得し、高齢者等の福祉
施設を設置している。

②辻堂団地については、集約型の計画で協議している。

・敷地 １２４６００㎡

・集約型の計画で、ＵＲと協議している

ＵＲ継続管理区域 約８．８ｈａ
戸数 １３１１戸 ２９棟
人口 ２７２７人
高齢化率 約４１％

事業区域 約３．７ｈａ
除却戸数 ６００戸
民間処分や自治体等への売却




